別表（第２条関係）

	補助事業名
	「持続可能な生活圏」形成支援事業

	補助事業の目的
	　地域運営組織による持続可能な生活圏形成に向けた市町の総合的な集落対策、地域運営体制の構築、戦略的な取組の立ち上げ経費を支援し、安心して暮らし続けることができる持続可能な生活圏の形成を図る。

	補助事業の
対象となる者
	尼崎市、芦屋市、伊丹市、播磨町を除く多自然地域を有する３７市町

	補助事業の
対象となる経費
	　持続可能な多自然地域づくりに向けて、必要となる集落対策から、広域的な地域運営体制の構築、持続可能な生活圏形成等の総合的・戦略的な取組に要する経費。
　ただし、集落単位や地域運営組織による単発的、部分的な取組、市町の役割であるコミュニティ施策や公共的な施策は対象外とする。

	補助率
	１／２以内
ただし、市町以外の団体に負担を求める場合、その金額については市町の事業実施額に計上できないものとする。なお、地域運営組織等の団体が一部を負担する際、その財源が市町から交付された活動支援助成金である場合は、この限りではない。

	補助金の額
	　予算の範囲内とし、３年間の補助上限額を5,000千円（千円未満の端数切り捨て）とする。

	適用除外する条項
	　－

	その他の事項
	　－


別に定める事項

	関係条項
	内　　　　　容

	第３条
	（添付書類）
　「持続可能な生活圏」形成支援事業計画書・変更計画書（別紙様式１）

	
	（指定期日）

　指定する期日

	第７条第１項
	（指定期日）

　変更することが決まった後速やかに

	
	（添付書類） 

「持続可能な生活圏」形成支援事業計画書・変更計画書（別紙様式１）
 ※変更前と変更後の内容がわかるよう見え消しで作成すること

	
	（軽微な経費配分の変更）

　補助事業の目的及び補助事業の効果に影響を与えない範囲の変更で、かつ補助金額に変更を生じないもの

	
	（軽微な事業内容の変更）
　補助事業の目的、効果に影響を及ぼさない範囲で、補助事業の細部の変更を行う場合

	第９条第１項
	（報告事項）

　必要が生じた場合に別途通知する

	第１１条
	（添付書類）
・「持続可能な生活圏」形成支援事業報告書（別紙様式２） 

・領収書一覧表並びに補助対象事業に要した経費の領収書（写）及び契約書（写）もしくはそれに準ずる書類
・財産管理台帳（写）※該当財産がある場合

	
	（指定期日）

　事業完了後３０日以内又は事業完了した日の属する年度の末日のいずれか早い日

	第１９条第１項
	（処分制限期間）
減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）の規定に準ずる


（別紙様式１）
「持続可能な生活圏」形成支援事業 事業計画書・変更計画書（変更第　　回）
	市 町 名
	

	事 業 名
	

	担当窓口
	所属：　　　　　　　　　役職：　　　　　　　　　　氏名：
電話番号：　　　　　　　　　　　Email：

	事業期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日　　（令和　　年度分）


１．市町の状況（神戸市の場合は北区または西区の状況を記載）
　⑴　人口動態
	項　目
	平成20年度
	令和　年度
	増減率

	総人口
	人
	人
	（　　　％）減

	高齢化率
	％
	％
	（　　　％）増


　⑵　集落(自治会)数
	項　目
	全　体
（市街地も含む）
	多自然地域
（＝事業対象）
	小規模集落
(50戸以下、高齢化率40％以上)

	集落数(自治会)
	（100％）
	（　　　％）
	（　　　％）


　⑶　地域運営組織の設置状況
	項　目
	全区域数
(地域数)
	設置済
	設置中
	未設置

	
	
	
	うち再構築予定
	
	設置予定あり
	設置予定なし

	地域運営組織数又は設置予定数
	(100％)
	(  ％)
	(  ％)
	(  ％)
	(  ％)
	(  ％)

	組織の名称
	

	区域の設定
	

	組織立ち上げ時期
	

	地域づくりに関する条例・要綱等
	☐有り
条例等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　目的･役割等：
☐今後、制定予定（時期：　　　　　　　）
☐無し

	地域運営組織への市町支援制度
	人的支援
	

	
	財政的支援
	

	
	拠点の整備や貸付等による支援
	

	
	その他の支援
	


　
⑷　地域づくりに関わる外部有識者（地域再生アドバイザー、大学、企業名等を記載）
　　　※複数名記載可
	有識者名
	

	関わり方
	


２．市町の多自然地域づくりに関する方針
　⑴　地域づくりに関する条例、規則、要綱等の基本方針
（名称、設置時期、計画期間、見直し時期等）
　⑵　多自然地域集落の現状及び課題
　　　（未実施集落元気度調査の結果など、小規模集落も含めて）
　⑶　地域運営組織の現状及び課題（設置済、設置途中の場合）
　⑷　地域運営組織の設置方針及び⑵課題を踏まえた再構築等の取組方針・支援内容
　⑸　集落と地域運営組織との役割分担を踏まえて必要となる集落対策
　⑹　持続可能な生活圏形成に向けた地域運営組織が担うべき方向性
（公助との役割分担等を含む）
３．事業概要
　⑴　事業の内容等
　　①　集落対策
　　②　地域運営体制の構築
　　③　持続可能な生活圏形成

　　④　その他
　⑵　実施対象地域（選定理由等を含む）
⑶　その他関連事業
①　躍動する兵庫応援事業(県･市町連携枠)

②　市町独自事業

③　その他事業
　⑷　事業の目標と効果測定
	成果指標名
(単位)
	〇〇年度
(現状)
	〇〇年度
（1年目）
	〇〇年度
（2年目）
	〇〇年度
（3年目:最終）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　４　ロードマップ（事業対象外も含む）
	事業種別
	○○年度
(1年目)
	○○年度
(2年目)
	○○年度
(3年目)
	○○年度
(4年目)
	○○年度
(5年目)
	○○年度
(最終目標)

	集落対策
	
	
	
	
	
	

	地域運営体制の
構築
	
	
	
	
	
	

	持続可能な
生活圏形成対策
	
	
	
	
	
	

	躍動する兵庫応援事業(県･市町連携枠)
	
	
	
	
	
	

	市町独自事業
	
	
	
	
	
	

	その他事業
	
	
	
	
	
	


５．全体事業費　　　　※太線部は、補助金交付申請年度分　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業種別
	○○年度
(1年目)
	○○年度
(2年目)
	○○年度
(3年目)
	計

	集落対策
	
	
	
	

	地域運営体制の構築
	
	
	
	

	持続可能な生活圏形成
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	財源
内訳
	県補助金※
	
	
	
	

	
	市町負担
	
	
	
	

	
	地域負担等
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	


※県費に千円未満の端数がある場合は、切り捨てること。
６．事業費内訳（令和　　年度）　別添のとおり　　※補助金交付申請年度分
７．実施スケジュール（令和　　年度）　※補助金交付申請年度分
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


８．市町の推進体制
	①地域への伴走支援体制
②市町の分野横断連携体制



９．関連事業
	


１０．特記事項
	


（別添）
事業費積算表（令和　年度）
	事業種別
	事業名
(対策､取組等)
	費目
	金額(円)
	積算根拠（内訳、単価、数量等）
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


（別紙様式２）
「持続可能な生活圏」形成支援事業　実績報告書
	市 町 名
	

	事 業 名
	

	事業期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日　　（令和　　年度分）


１　事業の取組実績
　（定量的なデータ（回数、人数、金額等）を用いて具体的に記載すること。）

　⑴　集落対策
　⑵　地域運営体制の構築
　⑶　持続可能な生活圏形成

　⑷　その他
２　取組成果
３　成果指標の達成状況
	成果指標名
(単位)
	目標値
(達成目標年)
	当該年度実績
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	


４　事業実施による副次的効果等
５　取組及び実績に対する自己評価及び今後の方針等
６　事業に対する指導・助言や事業に関わった有識者等
７　事業費決算内訳（令和　　年度）　別添のとおり
８　特記事項

（添付資料）

事業の実施状況等が分かる資料・写真等を添付
（別添１）
事業費決算内訳表（令和　年度）
	事業種別
	事業名
(対策､取組等)
	費目
	金額(円)
	積算根拠
（内訳、単価、数量等）
	契約日


	検査
年月日
	支払
年月日

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


（別添２）
領収書一覧表
	経費区分
	領収書内容
	金額(円)
	領収書日付
	備考
	番号

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


注： 領収書（写）は、別添１「事業費決算内訳表」の「事業種別」ごとの支出年月日順に分類整理のうえ番号を記入し、別紙に貼付すること（番号は経費区分ごとに振り直さず、通し番号で記入）
